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第２３号議案  

品川区手数料条例の一部を改正する条例 

１．主な改正理由および内容 

（１）マンション管理計画認定制度に係る手数料の新設 

マンションの管理の適正化の推進に関する法律が改正され、地方公共団体はマンショ

ン管理適正化推進計画を作成し、マンションの管理計画を認定することが可能となった。

区は、令和５年４月より品川区マンション管理適正化推進計画を施行し、管理計画認定

制度を開始することに伴い、マンション管理組合が区にマンションの管理計画の認定を

申請する際の手数料を新設する。 

※上記の手数料はマンション管理適正化推進センターが作成した適合証がない場合であり、

当該適合証の提出があった場合の手数料は無料とする。 

（２）マンション建替円滑法改正に伴う証明書の要件追加 

  マンション建替円滑化法の改正により、マンション敷地売却事業の要件に従来からの

「耐震性不足」に加え、「耐火性不足」「外壁等剥落により危害が生じる恐れ」が追加さ

れた。これにより、税の軽減措置等を受けることができる証明書の対象マンションの要

件が拡大されたことによる文言整理を行う。 

手数料
29,000円
16,000円
29,000円
16,000円

管理組合の運営 4,800円
管理規約 4,000円
管理組合の経理 4,600円
長期修繕計画 9,800円
組合員名簿等 2,900円
上記以外の事項 2,000円
管理組合の運営 2,600円
管理規約 2,600円
管理組合の経理 2,800円
長期修繕計画 5,200円
組合員名簿等 1,700円
上記以外の事項 900円

変更申請手数料
（長期修繕計画が2件以上の場合、上記金額に加算）

手数料の内容
申請手数料
申請手数料（長期修繕計画が2件以上の場合、上記金額に加算）
更新申請手数料
更新申請手数料（長期修繕計画が2件以上の場合、上記金額に加算）

変更申請手数料

建設委員会資料

令和５年２月２７日

都市環境部住宅課



2 

２．新旧対照表 

   別紙のとおり。 

３．施行日 

   令和５年４月１日から施行する。 

改正内容 現行 改正案

マンション敷地売却事業の
対象拡充

（要除却認定マンション）
・耐震性不足

（特定要除却認定マンション）
・耐震性不足
・耐火性不足
・外壁等剥落の恐れ
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品川区手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

○品川区手数料条例 ○品川区手数料条例 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

(５) 都市環境部関係 (５) 都市環境部関係 

事務 名称 金額 徴収時期 事務 名称 金額 徴収時期 

56の２ マンションの

管理の適正化の推進

に関する法律（平成

12年法律第149号）第

５条の４の規定に基

づく管理計画の認定

の申請に対する審査

マンション管

理計画認定申

請手数料 

申請に併せて、マ

ンションの管理の

適正化の推進に関

する法律第91条の

マンション管理適

正化推進センター

（以下「マンショ

ン管理適正化推進

センター」とい

う。）が作成した

同法第５条の４各

号に掲げる基準

（都道府県等マン

ション管理適正化

指針（同法第３条

の２第２項第４号

の都道府県等マン

ション管理適正化

指針をいう。以下

同じ。）に関する

部分を除く。以下

同じ。）に適合し

認定申請の

とき。 
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改正後 改正前 

ていることを示す

書類が提出されな

い場合であって、

長期修繕計画の数

が１であるときは

29,000円、長期修

繕計画の数が２以

上であるときは

29,000円に１を超

える長期修繕計画

の数に16,000円を

乗じて得た額を加

算した額 

56の２の２ マンショ

ンの管理の適正化の

推進に関する法律第

５条の６第１項の規

定に基づく管理計画

の認定の更新の申請

に対する審査 

マンション管

理計画認定更

新申請手数料 

申請に併せて、マ

ンション管理適正

化推進センターが

作成したマンショ

ンの管理の適正化

の推進に関する法

律第５条の６第２

項において準用す

る同法第５条の４

各号に掲げる基準

に適合しているこ

とを示す書類が提

出されない場合で

あって、長期修繕

計画の数が１であ

更新申請の

とき。 
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改正後 改正前 

るときは29,000

円、長期修繕計画

の数が２以上であ

るときは29,000円

に１を超える長期

修繕計画の数に

16,000円を乗じて

得た額を加算した

額 

56の２の３ マンショ

ンの管理の適正化の

推進に関する法律第

５条の７第１項の規

定に基づく管理計画

の変更の認定の申請

に対する審査 

マンション管

理計画変更認

定申請手数料 

変更認定申請１件

につき、次に掲げ

る変更に応じ、次

に掲げる額を合算

した額 

(１) 管理組合の

運営に係る事項

の変更 4,800

円（変更する長

期修繕計画（管

理組合の運営に

係る事項の変更

を伴うものに限

る。）の数が２

以上である場合

は、4,800円に１

を超える当該長

期修繕計画の数

に2,600円を乗

変更認定申

請のとき。
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改正後 改正前 

じて得た額を加

算した額） 

(２) 管理規約の

変更 4,000円

（変更する長期

修繕計画（管理

規約の変更を伴

うものに限る。）

の数が２以上で

ある場合は、

4,000円に１を

超える当該長期

修繕計画の数に

2,600円を乗じ

て得た額を加算

した額） 

(３) 管理組合の

経理に係る事項

の変更 4,600

円（変更する長

期修繕計画（管

理組合の経理に

係る事項の変更

を伴うものに限

る。）の数が２

以上である場合

は、4,600円に１

を超える当該長
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改正後 改正前 

期修繕計画の数

に2,800円を乗

じて得た額を加

算した額） 

(４) 長期修繕計

画の変更 

9,800円（変更す

る長期修繕計画

の数が２以上で

ある場合は、

9,800円に１を

超える当該長期

修繕計画の数に

5,200円を乗じ

て得た額を加算

した額） 

(５) 組合員名簿

または居住者名

簿の変更 

2,900円（変更す

る長期修繕計画

（組合員名簿ま

たは居住者名簿

の変更を伴うも

のに限る。）の

数が２以上であ

る場合は、2,900

円に１を超える
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改正後 改正前 

当該長期修繕計

画の数に1,700

円を乗じて得た

額を加算した

額） 

(６) (１)から

(５)までに掲げ

る変更以外のも

の 2,000円（変

更する長期修繕

計画（(１)から

(５)までに掲げ

る変更以外のも

のを伴うものに

限る。）の数が

２以上である場

合は、2,000円に

１を超える当該

長期修繕計画の

数に900円を乗

じて得た額を加

算した額） 

56の２の４ マンショ

ンの建替え等の円滑

化に関する法律（平

成14年法律第78号）

第２条第１項第６号

に規定する施行マン

マンション建

替事業施行建

築物に関する

証明書交付手

数料

１通につき400円 交付申請の

とき。 

56の２ マンションの

建替え等の円滑化に

関する法律（平成14

年法律第78号）第２

条第１項第６号に規

定する施行マンショ

マンション建

替事業施行建

築物に関する

証明書交付手

数料

１通につき400円 交付申請の

とき。 
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改正後 改正前 

ションが、租税特別

措置法施行令第20条

の２第９項または第

38条の４第19項に規

定する建築物に該当

することおよび同法

第２条第１項第７号

に規定する施行再建

マンションの延べ面

積が当該施行マンシ

ョンの延べ面積以上

であることの証明書

の交付 

ンが、租税特別措置

法施行令第20条の２

第９項または第38条

の４第18項に規定す

る建築物に該当する

ことおよび同法第２

条第１項第７号に規

定する施行再建マン

ションの延べ面積が

当該施行マンション

の延べ面積以上であ

ることの証明書の交

付 

56の３ マンションの

建替え等の円滑化に

関する法律第２条第

１項第９号に規定す

るマンション敷地売

却事業に係る同法第

109条第１項に規定

する決議特定要除却

認定マンションを除

却した後の土地に新

たに建築される同法

第２条第１項第１号

に規定するマンショ

ンが、租税特別措置

法施行令第20条の２

マンション敷

地売却事業施

行マンション

に関する証明

書交付手数料 

１通につき400円 交付申請の

とき。 

56の３ マンションの

建替え等の円滑化に

関する法律第２条第

１項第９号に規定す

るマンション敷地売

却事業に係る同法第

109条第１項に規定

する決議要除却認定

マンションを除却し

た後の土地に新たに

建築される同法第２

条第１項第１号に規

定するマンション

が、租税特別措置法

施行令第20条の２第

マンション敷

地売却事業施

行マンション

に関する証明

書交付手数料 

１通につき400円 交付申請の

とき。 
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改正後 改正前 

第11項または第38条

の４第19項に規定す

るマンションに該当

することの証明書の

交付 

10項または第38条の

４第19項に規定する

マンションに該当す

ることの証明書の交

付 

56の４ マンションの

建替え等の円滑化に

関する法律第２条第

１項第９号に規定す

るマンション敷地売

却事業に係る同法第

109条第１項に規定

する決議特定要除却

認定マンションを除

却した後の土地にお

いて、新たに整備さ

れる施設が租税特別

措置法施行規則第13

条の３第５項第２号

もしくは第３号また

は第21条の19第６項

第２号もしくは第３

号に規定する施設に

該当することの証明

書の交付 

マンション敷

地売却事業施

行施設に関す

る証明書交付

手数料 

１通につき400円 交付申請の

とき。 

56の４ マンションの

建替え等の円滑化に

関する法律第２条第

１項第９号に規定す

るマンション敷地売

却事業に係る同法第

109条第１項に規定

する決議要除却認定

マンションを除却し

た後の土地におい

て、新たに整備され

る施設が租税特別措

置法施行規則第13条

の３第４項第２号も

しくは第３号または

第21条の19第５項第

２号もしくは第３号

に規定する施設に該

当することの証明書

の交付 

マンション敷

地売却事業施

行施設に関す

る証明書交付

手数料 

１通につき400円 交付申請の

とき。 

56の５ マンションの

建替え等の円滑化に

関する法律第２条第

決議特定要除

却認定マンシ

ョンに関する

１通につき400円 交付申請の

とき。 

56の５ マンションの

建替え等の円滑化に

関する法律第２条第

決議要除却認

定マンション

に関する証明

１通につき400円 交付申請の

とき。 
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改正後 改正前 

１項第９号に規定す

るマンション敷地売

却事業に係る同法第

109条第１項に規定

する決議特定要除却

認定マンションが租

税特別措置法第34条

の２第２項第22号の

２に規定する通行障

害既存耐震不適格建

築物であることおよ

び当該決議特定要除

却認定マンションを

除却した後の土地に

おいて新たにマンシ

ョンの建替え等の円

滑化に関する法律第

２条第１項第１号に

規定するマンション

が建築されることの

証明書の交付 

証明書交付手

数料 

１項第９号に規定す

るマンション敷地売

却事業に係る同法第

109条第１項に規定

する決議要除却認定

マンションが租税特

別措置法第34条の２

第２項第22号の２に

規定する通行障害既

存耐震不適格建築物

であることおよび当

該決議要除却認定マ

ンションを除却した

後の土地において新

たにマンションの建

替え等の円滑化に関

する法律第２条第１

項第１号に規定する

マンションが建築さ

れることの証明書の

交付 

書交付手数料 

56の６ マンションの

建替え等の円滑化に

関する法律第５条第

１項に規定する組合

が同法第15条第１項

または第64条第１項

もしくは第３項の規

マンション建

替事業に係る

区分所有権ま

たは敷地利用

権の取得の登

記に関する証

明書交付手数

１通につき400円 交付申請の

とき。 

56の６ マンションの

建替え等の円滑化に

関する法律第５条第

１項に規定する組合

が同法第15条第１項

または第64条第１項

もしくは第３項の規

マンション建

替事業に係る

区分所有権ま

たは敷地利用

権の取得の登

記に関する証

明書交付手数

１通につき400円 交付申請の

とき。 
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改正後 改正前 

定により取得する同

法第２条第１項第６

号に規定する施行マ

ンションの同項第14

号に規定する区分所

有権または同項第19

号に規定する敷地利

用権の取得の登記が

租税特別措置法第76

条第１項に規定する

マンション建替事業

に伴い受けるもので

あること、当該マン

ション建替事業に係

る租税特別措置法施

行令第42条の３第１

項に規定する施行再

建マンションの住戸

の規模および構造が

同項の基準に適合す

るものであることな

らびに租税特別措置

法施行規則（昭和32

年大蔵省令第15号）

第28条第１項第２号

に定める事項に関す

る証明書の交付 

料 定により取得する同

法第２条第１項第６

号に規定する施行マ

ンションの同項第11

号に規定する区分所

有権または同項第16

号に規定する敷地利

用権の取得の登記が

租税特別措置法第76

条第１項に規定する

マンション建替事業

に伴い受けるもので

あること、当該マン

ション建替事業に係

る租税特別措置法施

行令第42条の３第１

項に規定する施行再

建マンションの住戸

の規模および構造が

同項の基準に適合す

るものであることな

らびに租税特別措置

法施行規則（昭和32

年大蔵省令第15号）

第28条第１項第２号

に定める事項に関す

る証明書の交付 

料

56の11 マンションの マンション敷 １通につき400円 交付申請の 56の11 マンションの マンション敷 １通につき400円 交付申請の
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改正後 改正前 

建替え等の円滑化に

関する法律第116条

に規定する組合が同

法第124条第１項の

規定により取得する

同法第２条第１項第

10号に規定する売却

マンションの同項第

14号に規定する区分

所有権または同項第

19号に規定する敷地

利用権の取得の登記

が租税特別措置法第

76条第２項に規定す

るマンション敷地売

却事業に伴い受ける

ものであることの証

明書の交付 

地売却事業に

係る区分所有

権または敷地

利用権の取得

の登記に関す

る証明書交付

手数料 

とき。 建替え等の円滑化に

関する法律第116条

に規定する組合が同

法第124条第１項の

規定により取得する

同法第２条第１項第

10号に規定する売却

マンションの同項第

11号に規定する区分

所有権または同項第

16号に規定する敷地

利用権の取得の登記

が租税特別措置法第

76条第２項に規定す

るマンション敷地売

却事業に伴い受ける

ものであることの証

明書の交付 

地売却事業に

係る区分所有

権または敷地

利用権の取得

の登記に関す

る証明書交付

手数料 

とき。 

付 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。



第２３号議案

品川区手数料条例の一部を改正する条例 

１．改正理由 

 「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令」（以下「省エネ基準省令」

という。）および「建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進その他

建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準」（「以下「低炭素基準告示」

という。）が令和４年８月１６日および１１月７日に一部改正されたことに伴

い、品川区手数料条例の改正を行う必要があるため。 

２．改正内容〔別紙１〕 

（１）建築物エネルギー消費性能向上計画認定および低炭素建築物等新築計画

認定に係る申請単位の変更 

ZEH・ZEB の取組と整合させる観点から、住戸ごとの認定を廃止。

（２）省エネ性能の簡易な評価方法の新設 

ZEH 等の省エネ性能を有する建築物の一層の普及を図る観点から、従来

の計算方法（標準計算）に加え、より簡便に設計および審査が可能にな

る評価方法（仕様ルート）を新設。

３.改正する手数料〔別紙２〕 

（１）低炭素建築物新築等計画認定申請手数料  

別表 60 の 2 の 2（P.1～28） 

（２）低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料 

別表 60 の 3（P.28～53） 

（３）建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 

別表 60 の 4（P.53～74） 

（４）建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 

別表 60 の 5（P.74～93） 

（５）建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料 

別表 60 の 6（P.93～111） 

４．施行期日 

   令和５年４月１日 

建 設 委 員 会 資 料

令和５年２月２７日

都 市 環 境 部 建 築 課



省エネ基準省令および低炭素基準告示の改正内容（手数料見直しに係るもの）

（１）建築物のエネルギー消費性能向上計画認定および
低炭素建築物新築等計画認定に係る申請単位の変更

（２）省エネ性能の簡易な評価方法の新設

●認定基準がZEH等の省エネ性能水準に引き上げられたことに伴い、標準計算

によらず簡易的に適合確認が可能となる仕様ルートが新設される。

・仕様ルートのイメージ（品川区内で建築する場合）

別紙１

改正後改正前

●共同住宅等においては、

住戸ごとの認定申請が可能

●複合建築物においては、
性能向上計画認定：住宅全体
低炭素認定：非住宅全体・住宅全体

での認定申請が不可

※申請イメージ（性能向上計画認定）

●共同住宅等においては、

住戸ごとの認定申請を廃止

●複合建築物においては、
性能向上計画認定：住宅全体
低炭素認定：非住宅全体・住宅全体

での認定申請を新設

※申請イメージ（性能向上計画認定）

アルミ樹脂複合サッシ
Low-E複層ガラス

躯体の高断熱化

断熱材厚さ
105mm以上

《
室
内
側
》

《
屋
外
側
》

高効率エアコン

LED照明

・ガス潜熱回収
型給湯機 ・節湯水栓 ・高断熱浴槽

高効率給湯機 + 省エネ対策
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品川区手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

○品川区手数料条例 ○品川区手数料条例 

平成12年３月28日条例第５号 平成12年３月28日条例第５号

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

(５) 都市環境部関係 (５) 都市環境部関係 

事務 名称 金額 徴収時期 事務 名称 金額 徴収時期 

60の２の２ 都市の低

炭素化の促進に関す

る法律（平成24年法

律第84号）第54条第

１項の規定に基づく

低炭素建築物新築等

計画の認定の申請に

対する審査 

低炭素建築物

新築等計画認

定申請手数料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額とし、認定申

請に併せて都市の

低炭素化の促進に

関する法律第54条

第２項の規定に基

づく申出があった

場合においては、

一の建築物につい

て１の項に掲げる

額（認定申請に係

る計画に特定構造

計算基準等適合審

査をする部分が含

まれる場合におい

ては特定構造計算

基準等適合審査を

する部分ごとに１

の２の項に掲げる

認定申請の

とき。 

60の２の２ 都市の低

炭素化の促進に関す

る法律（平成24年法

律第84号）第54条第

１項の規定に基づく

低炭素建築物新築等

計画の認定の申請に

対する審査 

低炭素建築物

新築等計画認

定申請手数料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額（共同住宅等

（共同住宅、長屋

その他の一戸建て

の住宅以外の住宅

をいう。以下同

じ。）の一の建築

物の申請の場合の

手数料の額は、第

１号ウ、エおよび

オまたは第２号

ウ、エおよびオに

掲げる額の合計額

（第１号エもしく

はオもしくは第２

号エもしくはオに

規定する部分が存

在しない場合また

は第１号エもしく

認定申請の

とき。 

別紙２ 
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改正後 改正前 

額の手数料を加え

た額、建築基準法

第87条の４に規定

する昇降機に係る

部分が含まれる場

合においては当該

昇降機１基につい

て２の項または３

の項に掲げる額の

手数料を加えた

額）の手数料を加

えた額 

は第２号エに規定

する部分を除く場

合は、当該部分に

係る手数料の額を

除いた額）とし、

共同住宅等の住戸

ごとの申請と一の

建築物の申請を同

時にする場合の額

は、一の建築物の

申請の場合により

算出した額）とし、

認定申請に併せて

都市の低炭素化の

促進に関する法律

第54条第２項の規

定に基づく申出が

あった場合におい

ては、一の建築物

について１の項に

掲げる額（認定申

請に係る計画に特

定構造計算基準等

適合審査をする部

分が含まれる場合

においては特定構

造計算基準等適合

審査をする部分ご

とに１の２の項に
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改正後 改正前 

(１) 認定申請に

併せて区長が指

定する者が作成

した都市の低炭

素化の促進に関

する法律第54条

第１項各号に掲

げる基準に適合

していることを

示す書類が提出

された場合 

ア 一戸建ての

住宅のとき。

4,700円 

掲げる額の手数料

を加えた額、建築

基準法第87条の４

に規定する昇降機

に係る部分が含ま

れる場合において

は当該昇降機１基

について２の項ま

たは３の項に掲げ

る額の手数料を加

えた額）の手数料

を加えた額 

(１) 認定申請に

併せて区長が指

定する者が作成

した都市の低炭

素化の促進に関

する法律第54条

第１項各号に掲

げる基準に適合

していることを

示す書類が提出

された場合 

ア 一戸建ての

住宅のとき。

4,700円 

イ 共同住宅等

のうち一の住

戸ごとの申請
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改正後 改正前 

のとき。 

(ア) 申請す

る戸数が１

のもの 

4,700円 

(イ) 同時に

申請する戸

数が２以上

５以下のも

の 9,400

円 

(ウ) 同時に

申請する戸

数が６以上

10以下のも

の 16,000

円 

(エ) 同時に

申請する戸

数が11以上

25以下のも

の 27,000

円 

(オ) 同時に

申請する戸

数が26以上

50以下のも

の 45,000

円 
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改正後 改正前 

イ 共同住宅等

（共同住宅、

長屋その他の

一戸建ての住

宅以外の住宅

をいう。以下

(カ) 同時に

申請する戸

数が51以上

100以下の

もの 

82,000円 

(キ) 同時に

申請する戸

数が101以

上200以下

のもの 

131,000円 

(ク) 同時に

申請する戸

数が201以

上300以下

のもの 

170,000円 

(ケ) 同時に

申請する戸

数が301以

上のもの 

185,000円 

ウ 共同住宅等

のうち一の建

築物の住戸の

部分（人の居

住の用途に供

する部分に限



6/111 

改正後 改正前 

同じ。）のう

ち住戸の部分

（人の居住の

用途に供する

部分に限る。

以下同じ。）

に係る申請の

とき。 

(ア) １棟の

総戸数が１

のもの 

4,700円 

(イ) １棟の

総戸数が２

以上５以下

のもの 

9,400円 

(ウ) １棟の

総戸数が６

以上10以下

のもの 

16,000円 

(エ) １棟の

総戸数が11

以上25以下

のもの 

27,000円 

(オ) １棟の

総戸数が26

る。以下同

じ。）に係る

申請のとき。

(ア) １棟の

総戸数が１

のもの 

4,700円 

(イ) １棟の

総戸数が２

以上５以下

のもの 

9,400円 

(ウ) １棟の

総戸数が６

以上10以下

のもの 

16,000円 

(エ) １棟の

総戸数が11

以上25以下

のもの 

27,000円 

(オ) １棟の

総戸数が26
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改正後 改正前 

以上50以下

のもの 

45,000円 

(カ) １棟の

総戸数が51

以上100以

下のもの 

82,000円 

(キ) １棟の

総戸数が

101以上200

以下のもの

131,000円 

(ク) １棟の

総戸数が

201以上300

以下のもの

170,000円 

(ケ) １棟の

総戸数が

301以上の

もの 

185,000円 

ウ 共同住宅等

のうち共用部

分（住宅の用

途に供する共

用廊下、共用

階段その他の

以上50以下

のもの 

45,000円 

(カ) １棟の

総戸数が51

以上100以

下のもの 

82,000円 

(キ) １棟の

総戸数が

101以上200

以下のもの

131,000円 

(ク) １棟の

総戸数が

201以上300

以下のもの

170,000円 

(ケ) １棟の

総戸数が

301以上の

もの 

185,000円 

エ 共同住宅等

のうち一の建

築物の共用廊

下等の部分

（住宅の用途

に供する共用
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改正後 改正前 

共用部分をい

う。以下同

じ。）に係る

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

9,300円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 16,000

円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

廊下、共用階

段その他の共

用部分をい

う。以下同

じ。）に係る

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

9,300円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 16,000

円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000
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改正後 改正前 

平方メート

ル以内のも

の 26,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 80,000

円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

126,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

平方メート

ル以内のも

の 26,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 80,000

円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

126,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを
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改正後 改正前 

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

160,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

200,000円 

エ 共同住宅等

のうち住宅で

ない部分（住

戸の部分およ

び共用部分以

外の部分をい

う。以下同

じ。）に係る

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

160,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

200,000円 

オ 共同住宅等

のうち一の建

築物の住宅で

ない部分（住

戸の部分およ

び共用廊下等

の部分以外の

部分をいう。

以下同じ。）

に係る申請の

とき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 
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改正後 改正前 

9,300円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 16,000

円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 26,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

9,300円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 16,000

円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 26,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも
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改正後 改正前 

の 80,000

円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

126,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

160,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

200,000円 

の 80,000

円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

126,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

160,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

200,000円 
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改正後 改正前 

オ 一戸建ての

住宅および共

同住宅等以外

の建築物 

(ア) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートル以

内のもの 

9,300円 

(イ) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートルを

超え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 16,000

円 

(ウ) 建築物

の延べ面積

が1,000平

方メートル

を超え、

2,000平方

メートル以

内のもの 

26,000円 

(エ) 建築物

カ 一戸建ての

住宅および共

同住宅等以外

の建築物 

(ア) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートル以

内のもの 

9,300円 

(イ) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートルを

超え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 16,000

円 

(ウ) 建築物

の延べ面積

が1,000平

方メートル

を超え、

2,000平方

メートル以

内のもの 

26,000円 

(エ) 建築物
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改正後 改正前 

の延べ面積

が2,000平

方メートル

を超え、

5,000平方

メートル以

内のもの 

80,000円 

(オ) 建築物

の延べ面積

が5,000平

方メートル

を超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

126,000円 

(カ) 建築物

の延べ面積

が10,000平

方メートル

を超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

160,000円 

(キ) 建築物

の延べ面積

が25,000平

の延べ面積

が2,000平

方メートル

を超え、

5,000平方

メートル以

内のもの 

80,000円 

(オ) 建築物

の延べ面積

が5,000平

方メートル

を超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

126,000円 

(カ) 建築物

の延べ面積

が10,000平

方メートル

を超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

160,000円 

(キ) 建築物

の延べ面積

が25,000平
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改正後 改正前 

方メートル

を超えるも

の 

200,000円 

(２) 第１号の場

合以外の場合 

ア 一戸建ての

住宅のとき。

(ア) 誘導仕

様基準（住

宅部分の外

壁、窓等を

通しての熱

の損失の防

止に関する

誘導基準及

び一次エネ

ルギー消費

量に関する

誘導基準

（令和４年

国土交通省

告示第1106
号）をいう。

以下同じ。）

によるもの

21,000円 

（イ） 誘導

仕様基準以

方メートル

を超えるも

の 

200,000円 

(２) 第１号の場

合以外の場合 

ア 一戸建ての

住宅のとき。

35,000円 
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外によるも

の 35,000

円 

イ 共同住宅等

のうち住戸の

部分に係る申

請のとき。 

(ア) 誘導仕

様基準によ

るもの 

a １棟の総

戸数が１の

もの 

21,000円 

b １棟の総

戸数が２以

上５以下の

もの 

39,000円 

c １棟の総

戸数が６以

上10以下の

もの 

56,000円 

d １棟の総

戸数が11以

上25以下の

もの 

80,000円 

イ 共同住宅等

のうち一の住

戸ごとの申請

のとき。 

(ア) 申請す

る戸数が１

のもの 

35,000円 

(イ) 同時に

申請する戸

数が２以上

５以下のも

の 69,000

円 

(ウ) 同時に

申請する戸

数が６以上

10以下のも

の 97,000

円 

(エ) 同時に

申請する戸

数が11以上

25以下のも

の 

137,000円 



17/111 

改正後 改正前 

e １棟の総

戸数が26以

上50以下の

もの 

120,000円 

f １棟の総

戸数が51以

上100以下

のもの 

182,000円 

g １棟の総

戸数が101

以上200以

下のもの 

261,000円 

h １棟の総

戸数が201

以上300以

下のもの 

340,000円 

i １棟の総

戸数が301

以上のもの

390,000円 

(イ) 誘導仕

様基準以外

によるもの

a １棟の総

戸数が１の

(オ) 同時に

申請する戸

数が26以上

50以下のも

の 

197,000円 

(カ) 同時に

申請する戸

数が51以上

100以下の

もの 

283,000円 

(キ) 同時に

申請する戸

数が101以

上200以下

のもの 

385,000円 

(ク) 同時に

申請する戸

数が201以

上300以下

のもの 

508,000円 

(ケ) 同時に

申請する戸

数が301以

上のもの 

600,000円 
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もの 

35,000円 

b １棟の総

戸数が２以

上５以下の

もの 

69,000円 

c １棟の総

戸数が６以

上10以下の

もの 

97,000円 

d １棟の総

戸数が11以

上25以下の

もの 

137,000円 

e １棟の総

戸数が26以

上50以下の

もの 

197,000円 

f １棟の総

戸数が51以

上100以下

のもの 

283,000円 

g １棟の総

戸数が101
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以上200以

下のもの 

385,000円 

h １棟の総

戸数が201

以上300以

下のもの 

508,000円 

i １棟の総

戸数が301

以上のもの

600,000円

ウ 共同住宅等

のうち一の建

築物の住戸の

部分に係る申

請のとき。 

(ア) １棟の

総戸数が１

のもの 

35,000円 

(イ) １棟の

総戸数が２

以上５以下

のもの 

69,000円 

(ウ) １棟の

総戸数が６

以上10以下
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のもの 

97,000円 

(エ) １棟の

総戸数が11

以上25以下

のもの 

137,000円 

(オ) １棟の

総戸数が26

以上50以下

のもの 

197,000円 

(カ) １棟の

総戸数が51

以上100以

下のもの 

283,000円 

(キ) １棟の

総戸数が

101以上200

以下のもの

385,000円 

(ク) １棟の

総戸数が

201以上300

以下のもの

508,000円 

(ケ) １棟の

総戸数が
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ウ 共同住宅等

のうち共用部

分に係る申請

のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

109,000円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 

138,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

301以上の

もの 

600,000円 

エ 共同住宅等

のうち一の建

築物の共用廊

下等の部分に

係る申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

109,000円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 

138,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が



22/111 

改正後 改正前 

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 

180,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 

280,000円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

359,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 

180,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 

280,000円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

359,000円 

(カ) 当該部

分の床面積
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10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

429,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

500,000円 

エ 共同住宅等

のうち住宅で

ない部分に係

る申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

242,000円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

429,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

500,000円 

オ 共同住宅等

のうち一の建

築物の住宅で

ない部分に係

る申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

242,000円 

(イ) 当該部
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の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 

300,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 

384,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 

546,000円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 

300,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 

384,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 

546,000円 
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分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

670,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

789,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

900,000円 

オ 一戸建ての

住宅および共

同住宅等以外

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

670,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

789,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

900,000円 

カ 一戸建ての

住宅および共
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の建築物 

(ア) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートル以

内のもの 

242,000円 

(イ) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートルを

超え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 

300,000円 

(ウ) 建築物

の延べ面積

が1,000平

方メートル

を超え、

2,000平方

メートル以

内のもの 

384,000円 

(エ) 建築物

の延べ面積

が2,000平

方メートル

同住宅等以外

の建築物 

(ア) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートル以

内のもの 

242,000円 

(イ) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートルを

超え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 

300,000円 

(ウ) 建築物

の延べ面積

が1,000平

方メートル

を超え、

2,000平方

メートル以

内のもの 

384,000円 

(エ) 建築物

の延べ面積

が2,000平
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を超え、

5,000平方

メートル以

内のもの 

546,000円 

(オ) 建築物

の延べ面積

が5,000平

方メートル

を超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

670,000円 

(カ) 建築物

の延べ面積

が10,000平

方メートル

を超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

789,000円 

(キ) 建築物

の延べ面積

が25,000平

方メートル

を超えるも

の 

方メートル

を超え、

5,000平方

メートル以

内のもの 

546,000円 

(オ) 建築物

の延べ面積

が5,000平

方メートル

を超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

670,000円 

(カ) 建築物

の延べ面積

が10,000平

方メートル

を超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

789,000円 

(キ) 建築物

の延べ面積

が25,000平

方メートル

を超えるも
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900,000円 の 

900,000円 

60の３ 都市の低炭素

化の促進に関する法

律第55条第１項の規

定に基づく低炭素建

築物新築等計画の変

更の認定の申請に対

する審査 

低炭素建築物

新築等計画変

更認定申請手

数料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額とし、変更認

定申請に併せて都

市の低炭素化の促

進に関する法律第

55条第２項におい

て準用する同法第

54条第２項の規定

に基づく申出があ

った場合において

は、一の建築物に

ついて１の項に掲

げる額（認定申請

に係る計画に特定

構造計算基準等適

合審査をする部分

が含まれる場合に

おいては特定構造

計算基準等適合審

査をする部分ごと

に１の２の項に掲

げる額の手数料を

加えた額、建築基

準法第87条の４に

規定する昇降機に

係る部分が含まれ

変更認定申

請のとき。

60の３ 都市の低炭素

化の促進に関する法

律第55条第１項の規

定に基づく低炭素建

築物新築等計画の変

更の認定の申請に対

する審査 

低炭素建築物

新築等計画変

更認定申請手

数料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額（共同住宅等

の一の建築物の申

請の場合の手数料

の額は、第１号ウ、

エおよびオまたは

第２号ウ、エおよ

びオに掲げる額の

合計額（第１号エ

もしくはオもしく

は第２号エもしく

はオに規定する部

分が存在しない場

合または第１号エ

もしくは第２号エ

に規定する部分を

除く場合は、当該

部分に係る手数料

の額を除いた額）

とし、共同住宅等

の住戸ごとの申請

と一の建築物の申

請を同時にする場

合の額は、一の建

築物の申請の場合

により算出した

変更認定申

請のとき。
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る場合においては

当該昇降機１基に

ついて２の項また

は３の項に掲げる

額の手数料を加え

た額）の手数料を

加えた額 

額）とし、変更認

定申請に併せて都

市の低炭素化の促

進に関する法律第

55条第２項におい

て準用する同法第

54条第２項の規定

に基づく申出があ

った場合において

は、一の建築物に

ついて１の項に掲

げる額（認定申請

に係る計画に特定

構造計算基準等適

合審査をする部分

が含まれる場合に

おいては特定構造

計算基準等適合審

査をする部分ごと

に１の２の項に掲

げる額の手数料を

加えた額、建築基

準法第87条の４に

規定する昇降機に

係る部分が含まれ

る場合においては

当該昇降機１基に

ついて２の項また

は３の項に掲げる
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(１) 認定申請に

併せて区長が指

定する者が作成

した都市の低炭

素化の促進に関

する法律第54条

第１項各号に掲

げる基準に適合

していることを

示す書類が提出

された場合 

ア 一戸建ての

住宅のとき。

3,300円 

額の手数料を加え

た額）の手数料を

加えた額 

(１) 認定申請に

併せて区長が指

定する者が作成

した都市の低炭

素化の促進に関

する法律第54条

第１項各号に掲

げる基準に適合

していることを

示す書類が提出

された場合 

ア 一戸建ての

住宅のとき。

3,300円 

イ 共同住宅等

のうち一の住

戸ごとの申請

のとき。 

(ア) 申請す

る戸数が１

のもの 

3,300円 

(イ) 同時に

申請する戸

数が２以上

５以下のも
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の 6,600

円 

(ウ) 同時に

申請する戸

数が６以上

10以下のも

の 11,000

円 

(エ) 同時に

申請する戸

数が11以上

25以下のも

の 19,000

円 

(オ) 同時に

申請する戸

数が26以上

50以下のも

の 32,000

円 

(カ) 同時に

申請する戸

数が51以上

100以下の

もの 

58,000円 

(キ) 同時に

申請する戸

数が101以
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イ 共同住宅等

のうち住戸の

部分に係る申

請のとき。 

(ア) １棟の

総戸数が１

のもの 

3,300円 

(イ) １棟の

総戸数が２

以上５以下

のもの 

6,600円 

(ウ) １棟の

上200以下

のもの 

93,000円 

(ク) 同時に

申請する戸

数が201以

上300以下

のもの 

122,000円 

(ケ) 同時に

申請する戸

数が301以

上のもの 

134,000円 

ウ 共同住宅等

のうち一の建

築物の住戸の

部分に係る申

請のとき。 

(ア) １棟の

総戸数が１

のもの 

3,300円 

(イ) １棟の

総戸数が２

以上５以下

のもの 

6,600円 

(ウ) １棟の
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総戸数が６

以上10以下

のもの 

11,000円 

(エ) １棟の

総戸数が11

以上25以下

のもの 

19,000円 

(オ) １棟の

総戸数が26

以上50以下

のもの 

32,000円 

(カ) １棟の

総戸数が51

以上100以

下のもの 

58,000円 

(キ) １棟の

総戸数が

101以上200

以下のもの

93,000円 

(ク) １棟の

総戸数が

201以上300

以下のもの

122,000円 

総戸数が６

以上10以下

のもの 

11,000円 

(エ) １棟の

総戸数が11

以上25以下

のもの 

19,000円 

(オ) １棟の

総戸数が26

以上50以下

のもの 

32,000円 

(カ) １棟の

総戸数が51

以上100以

下のもの 

58,000円 

(キ) １棟の

総戸数が

101以上200

以下のもの

93,000円 

(ク) １棟の

総戸数が

201以上300

以下のもの

122,000円 
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(ケ) １棟の

総戸数が

301以上の

もの 

134,000円 

ウ 共同住宅等

のうち共用部

分に係る申請

のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

6,500円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 11,000

円 

(ウ) 当該部

(ケ) １棟の

総戸数が

301以上の

もの 

134,000円 

エ 共同住宅等

のうち一の建

築物の共用廊

下等の部分に

係る申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

6,500円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 11,000

円 

(ウ) 当該部
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改正後 改正前 

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 18,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 56,000

円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

88,000円 

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 18,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 56,000

円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

88,000円 
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改正後 改正前 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

112,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

140,000円 

エ 共同住宅等

のうち住宅で

ない部分に係

る申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

112,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

140,000円 

オ 共同住宅等

のうち一の建

築物の住宅で

ない部分に係

る申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 
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6,500円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 11,000

円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 18,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

6,500円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 11,000

円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 18,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも
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の 56,000

円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

88,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

112,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

140,000円 

の 56,000

円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

88,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

112,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

140,000円 
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改正後 改正前 

オ 一戸建ての

住宅および共

同住宅等以外

の建築物 

(ア) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートル以

内のもの 

6,500円 

(イ) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートルを

超え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 11,000

円 

(ウ) 建築物

の延べ面積

が1,000平

方メートル

を超え、

2,000平方

メートル以

内のもの 

18,000円 

(エ) 建築物

カ 一戸建ての

住宅および共

同住宅等以外

の建築物 

(ア) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートル以

内のもの 

6,500円 

(イ) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートルを

超え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 11,000

円 

(ウ) 建築物

の延べ面積

が1,000平

方メートル

を超え、

2,000平方

メートル以

内のもの 

18,000円 

(エ) 建築物



40/111 

改正後 改正前 

の延べ面積

が2,000平

方メートル

を超え、

5,000平方

メートル以

内のもの 

56,000円 

(オ) 建築物

の延べ面積

が5,000平

方メートル

を超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

88,000円 

(カ) 建築物

の延べ面積

が10,000平

方メートル

を超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

112,000円 

(キ) 建築物

の延べ面積

が25,000平

の延べ面積

が2,000平

方メートル

を超え、

5,000平方

メートル以

内のもの 

56,000円 

(オ) 建築物

の延べ面積

が5,000平

方メートル

を超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

88,000円 

(カ) 建築物

の延べ面積

が10,000平

方メートル

を超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

112,000円 

(キ) 建築物

の延べ面積

が25,000平



41/111 

改正後 改正前 

方メートル

を超えるも

の 

140,000円 

(２) 第１号の場

合以外の場合 

ア 一戸建て

の住宅のと

き。  

(ア) 誘導仕

様基準によ

るもの

15,000円 

（イ） 誘導

仕様基準以

外によるも

の

18,000円 

イ 共同住宅

等のうち住

戸の部分に

係る申請の

とき。

(ア) 誘導仕

様基準によ

るもの 

a １棟の総

戸数が１の

もの 

方メートル

を超えるも

の 

140,000円 

(２) 第１号の場

合以外の場合 

ア 一戸建ての

住宅のとき。

18,000円 

イ 共同住宅等

のうち一の住

戸ごとの申請

のとき。 

(ア) 申請す

る戸数が１

のもの 

18,000円 

(イ) 同時に

申請する戸
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15,000円 

b １棟の総

戸数が２以

上５以下の

もの 

27,000円 

c １棟の総

戸数が６以

上10以下の

もの 

40,000円 

d １棟の総

戸数が11以

上25以下の

もの 

56,000円 

e １棟の総

戸数が26以

上50以下の

もの 

85,000円 

f １棟の総

戸数が51以

上100以下

のもの 

128,000円 

g １棟の総

戸数が101

以上200以

数が２以上

５以下のも

の 37,000

円 

(ウ) 同時に

申請する戸

数が６以上

10以下のも

の 52,000

円 

(エ) 同時に

申請する戸

数が11以上

25以下のも

の 74,000

円 

(オ) 同時に

申請する戸

数が26以上

50以下のも

の 

108,000円 

(カ) 同時に

申請する戸

数が51以上

100以下の

もの 

159,000円 

(キ) 同時に
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下のもの 

184,000円 

h １棟の総

戸数が201

以上300以

下のもの 

241,000円 

i １棟の総

戸数が301

以上のもの

278,000円 

(イ) 誘導仕

様基準以外

によるもの

a １棟の総

戸数が１の

もの 

18,000円 

b １棟の総

戸数が２以

上５以下の

もの 

37,000円 

c １棟の総

戸数が６以

上10以下の

もの 

52,000円 

d １棟の総

申請する戸

数が101以

上200以下

のもの 

221,000円 

(ク) 同時に

申請する戸

数が201以

上300以下

のもの 

291,000円 

(ケ) 同時に

申請する戸

数が301以

上のもの 

342,000円 



44/111 

改正後 改正前 

戸数が11以

上25以下の

もの 

74,000円 

e １棟の総

戸数が26以

上50以下の

もの 

108,000円 

f １棟の総

戸数が51以

上100以下

のもの 

159,000円 

g １棟の総

戸数が101

以上200以

下のもの 

221,000円 

h １棟の総

戸数が201

以上300以

下のもの 

291,000円 

i １棟の総

戸数が301

以上のもの

342,000円 

ウ 共同住宅等
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のうち一の建

築物の住戸の

部分に係る申

請のとき。

(ア) １棟の

総戸数が１

のもの 

18,000円 

(イ) １棟の

総戸数が２

以上５以下

のもの 

37,000円 

(ウ) １棟の

総戸数が６

以上10以下

のもの 

52,000円 

(エ) １棟の

総戸数が11

以上25以下

のもの 

74,000円 

(オ) １棟の

総戸数が26

以上50以下

のもの 

108,000円 

(カ) １棟の
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改正後 改正前 

ウ 共同住宅等

のうち共用部

分に係る申請

のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

総戸数が51

以上100以

下のもの 

159,000円 

(キ) １棟の

総戸数が

101以上200

以下のもの

221,000円 

(ク) １棟の

総戸数が

201以上300

以下のもの

291,000円 

(ケ) １棟の

総戸数が

301以上の

もの 

342,000円 

エ 共同住宅等

のうち一の建

築物の共用廊

下等の部分に

係る申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ
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改正後 改正前 

ートル以内

のもの 

57,000円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 72,000

円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 96,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

ートル以内

のもの 

57,000円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 72,000

円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 96,000

円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000
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改正後 改正前 

平方メート

ル以内のも

の 

156,000円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

205,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

247,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

平方メート

ル以内のも

の 

156,000円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

205,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

247,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを
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超えるもの

290,000円 

エ 共同住宅等

のうち住宅で

ない部分に係

る申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

123,000円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 

154,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

超えるもの

290,000円 

オ 共同住宅等

のうち一の建

築物の住宅で

ない部分に係

る申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以内

のもの 

123,000円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートルを超

え、1,000

平方メート

ル以内のも

の 

154,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方



50/111 
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メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 

198,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 

290,000円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

361,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 

198,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 

290,000円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートルを

超え、

10,000平方

メートル以

内のもの 

361,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が
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10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

427,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

491,000円 

オ 一戸建ての

住宅および共

同住宅等以外

の建築物 

(ア) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートル以

内のもの 

123,000円 

(イ) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートルを

超え、1,000

10,000平方

メートルを

超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

427,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートルを

超えるもの

491,000円 

カ 一戸建ての

住宅および共

同住宅等以外

の建築物 

(ア) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートル以

内のもの 

123,000円 

(イ) 建築物

の延べ面積

が300平方

メートルを

超え、1,000
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平方メート

ル以内のも

の 

154,000円 

(ウ) 建築物

の延べ面積

が1,000平

方メートル

を超え、

2,000平方

メートル以

内のもの 

198,000円 

(エ) 建築物

の延べ面積

が2,000平

方メートル

を超え、

5,000平方

メートル以

内のもの 

290,000円 

(オ) 建築物

の延べ面積

が5,000平

方メートル

を超え、

10,000平方

メートル以

平方メート

ル以内のも

の 

154,000円 

(ウ) 建築物

の延べ面積

が1,000平

方メートル

を超え、

2,000平方

メートル以

内のもの 

198,000円 

(エ) 建築物

の延べ面積

が2,000平

方メートル

を超え、

5,000平方

メートル以

内のもの 

290,000円 

(オ) 建築物

の延べ面積

が5,000平

方メートル

を超え、

10,000平方

メートル以
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内のもの 

361,000円 

(カ) 建築物

の延べ面積

が10,000平

方メートル

を超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

427,000円 

(キ) 建築物

の延べ面積

が25,000平

方メートル

を超えるも

の 

491,000円 

内のもの 

361,000円 

(カ) 建築物

の延べ面積

が10,000平

方メートル

を超え、

25,000平方

メートル以

内のもの 

427,000円 

(キ) 建築物

の延べ面積

が25,000平

方メートル

を超えるも

の 

491,000円 

60の４ 建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上に関する法律第35

条第１項の規定に基

づく建築物エネルギ

ー消費性能向上計画

の認定の申請に対す

る審査 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額（共同住宅の

共用部分を除く場

合の手数料の額

は、当該申請に係

る床面積から当該

共用部分の床面積

を除いた床面積に

より算出した額と

し、建築物のエネ

認定申請の

とき。 

60の４ 建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上に関する法律第35

条第１項の規定に基

づく建築物エネルギ

ー消費性能向上計画

の認定の申請に対す

る審査 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額（一の建築物

の申請の場合の手

数料の額は、住宅

部分の額（共同住

宅の共用部分を除

く場合の手数料の

額は、当該申請に

係る床面積から当

該共用部分の床面

認定申請の

とき。 



54/111 

改正後 改正前 

ルギー消費性能の

向上に関する法律

第34条第３項に規

定する申請建築物

に自他供給型熱源

機器等（同項に規

定する自他供給型

熱源機器等をい

う。）を設ける場

合の手数料の額

は、当該申請建築

物における一の建

築物の手数料の額

および他の建築物

における一の建築

物の手数料の額を

合算した額）とし、

認定申請に併せて

同法第35条第２項

の規定に基づく申

出があった場合に

おいては、一の建

築物について１の

項に掲げる額（認

定申請に係る計画

に特定構造計算基

準等適合審査をす

る部分が含まれる

場合においては特

積を除いた床面積

により算出した

額）および非住宅

部分の額を合算し

た額（住宅部分ま

たは非住宅部分が

存在しない場合

は、当該部分の額

は合算しない。）

とし、同一の建築

物において住戸ご

との申請と一の建

築物の申請を同時

にする場合の手数

料の額は、一の建

築物の申請の場合

により算出した額

とし、住宅部分お

よび非住宅部分を

有する建築物の非

住宅部分のみを申

請する場合の手数

料の額は、当該非

住宅部分の床面積

の合計を一の建築

物の申請の場合に

おける非住宅部分

の床面積の合計と

みなして算出した
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改正後 改正前 

定構造計算基準等

適合審査をする部

分ごとに１の２の

項に掲げる額の手

数料を加えた額、

建築基準法第87条

の４に規定する昇

降機に係る部分が

含まれる場合にお

いては当該昇降機

１基について２の

項または３の項に

掲げる額の手数料

を加えた額）に相

当する額を加えた

額 

額とし、建築物の

エネルギー消費性

能の向上に関する

法律第34条第３項

に規定する申請建

築物に自他供給型

熱源機器等（同項

に規定する自他供

給型熱源機器等を

いう。）を設ける

場合の手数料の額

は、当該申請建築

物における一の建

築物の手数料の額

および他の建築物

における一の建築

物の手数料の額を

合算した額）とし、

認定申請に併せて

同法第35条第２項

の規定に基づく申

出があった場合に

おいては、一の建

築物について１の

項に掲げる額（認

定申請に係る計画

に特定構造計算基

準等適合審査をす

る部分が含まれる
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改正後 改正前 

(１) 認定申請に

併せて建築物の

エネルギー消費

性能の向上に関

する法律第35条

第１項各号に掲

げる基準に適合

していることを

示す書類として

区長が定めるも

のが提出された

場合 

場合においては特

定構造計算基準等

適合審査をする部

分ごとに１の２の

項に掲げる額の手

数料を加えた額、

建築基準法第87条

の４に規定する昇

降機に係る部分が

含まれる場合にお

いては当該昇降機

１基について２の

項または３の項に

掲げる額の手数料

を加えた額）に相

当する額を加えた

額 

(１) 認定申請に

併せて建築物の

エネルギー消費

性能の向上に関

する法律第35条

第１項各号に掲

げる基準に適合

していることを

示す書類として

区長が定めるも

のが提出された

場合 



57/111 

改正後 改正前 

ア 一戸建て住

宅のとき。 

5,100円 

ア 一戸建て住

宅のとき。 

5,100円 

イ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち住戸

ごとの申請の

とき。 

(ア) 当該住

戸の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

9,700円 

(イ) 当該住

戸の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

21,000円 

(ウ) 当該住

戸の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以



58/111 

改正後 改正前 

イ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち住宅

部分に係る申

請のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

9,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

上5,000平

方メートル

未満のもの

46,000円 

(エ) 当該住

戸の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

81,000円 

ウ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の住宅

部分に係る申

請のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

9,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上



59/111 

改正後 改正前 

2,000平方

メートル未

満のもの 

21,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

46,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

81,000円 

ウ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち非住

宅部分に係る

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル未

満のもの 

21,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

46,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

81,000円 

エ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の非住

宅部分に係る

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が



60/111 

改正後 改正前 

300平方メ

ートル未満

のもの 

9,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

16,700円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

27,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

300平方メ

ートル未満

のもの 

9,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

16,700円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

27,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル



61/111 

改正後 改正前 

未満のもの

80,400円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

128,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

161,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

201,000円 

(２) 第１号以外

の場合 

未満のもの

80,400円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

128,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

161,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

201,000円 

(２) 第１号以外

の場合 
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改正後 改正前 

ア 一戸建て住

宅のとき。 

(ア) 誘導仕

様基準によ

るもの 

a 当該住宅

の床面積の

合計が200

平方メート

ル未満のも

の 20,000

円 

b 当該住宅

の床面積の

合計が200

平方メート

ル以上のも

の 22,000

円 

(イ) 誘導

仕様基準以

外によるも

の

a 当該住宅

の床面積の

合計が200

平方メート

ル未満のも

の 34,400

ア 一戸建て住

宅のとき。 

(ア) 当該住

宅の床面積

の合計が

200平方メ

ートル未満

のもの 

34,400円 

(イ) 当該住

宅の床面積

の合計が

200平方メ

ートル以上

のもの 

38,400円 



63/111 

改正後 改正前 

円 

b 当該住宅

の床面積の

合計が200

平方メート

ル以上のも

の 38,400

円 

イ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち住宅

部分に係る申

請のとき。

(ア) 誘導仕

様基準によ

るもの 

a 当該部分

の床面積

（共同住宅

の申請を行

うときは、

当該申請に

係る床面積

から共用部

分の床面積

を除いた床

面積をい

う。以下

（ア）にお

イ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち住戸

ごとの申請の

とき。 

(ア) 当該住

戸の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

69,100円 

(イ) 当該住

戸の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

116,000円 



64/111 

改正後 改正前 

いて同じ。）

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの

38,000円 

b 当該部分

の床面積の

合計が300

平方メート

ル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

66,000円 

c 当該部分

の床面積の

合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

118,000円 

d 当該部分

の床面積の

合計が

5,000平方

メートル以

(ウ) 当該住

戸の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

196,000円 

(エ) 当該住

戸の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

281,000円 



65/111 

改正後 改正前 

上のもの 

179,000円 

(イ) 誘導仕

様基準以外

によるもの

a 当該部分

の床面積の

合計が300

平方メート

ル未満のも

の 69,100

円 

b 当該部分

の床面積の

合計が300

平方メート

ル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

116,000円 

c 当該部分

の床面積の

合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの



66/111 

改正後 改正前 

196,000円 

d 当該部分

の床面積の

合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

281,000円 

ウ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の住宅

部分に係る申

請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

69,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 



67/111 

改正後 改正前 

ウ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち非住

宅部分に係る

モデル建物法

（一次エネル

ギー消費量の

算出に用いる

べき標準的な

建築物および

省令第10条第

１号イ(１)の

116,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

196,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

281,000円 

エ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の非住

宅部分に係る

モデル建物法

（一次エネル

ギー消費量の

算出に用いる

べき標準的な

建築物および

省令第10条第



68/111 

改正後 改正前 

屋内周囲空間

の年間熱負荷

（以下この項

において「屋

内周囲空間の

年間熱負荷」

という。）の

算出に用いる

べきものとし

て国土交通大

臣が定める建

築物を用いて

評価する方法

をいう。次項

において同

じ。）による

場合の申請の

とき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

87,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

１号イ(１)の

屋内周囲空間

の年間熱負荷

（以下この項

において「屋

内周囲空間の

年間熱負荷」

という。）の

算出に用いる

べきものとし

て国土交通大

臣が定める建

築物を用いて

評価する方法

をいう。次項

において同

じ。）による

場合の申請の

とき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

87,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が
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改正後 改正前 

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

110,700円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

145,700円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

235,700円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

110,700円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

145,700円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

235,700円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以
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改正後 改正前 

上10,000平

方メートル

未満のもの

309,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

371,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

435,000円 

エ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち非住

宅部分に係る

標準入力法等

（実際の設計

仕様の条件を

基に算定した

一次エネルギ

上10,000平

方メートル

未満のもの

309,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

371,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

435,000円 

オ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の非住

宅部分に係る

標準入力法等

（実際の設計

仕様の条件を

基に算定した



71/111 

改正後 改正前 

ー消費量およ

び屋内周囲空

間の年間熱負

荷を用いて評

価する方法を

いう。次項に

おいて同じ。）

による場合の

申請のとき

（省令第１条

第１項第１号

ただし書に規

定する国土交

通大臣がエネ

ルギー消費性

能を適切に評

価できる方法

と認める方法

によって非住

宅部分が備え

るべきエネル

ギー消費性能

を有すること

が確かめら

れ、かつ、省

令第10条第１

項第１号ただ

し書に規定す

る国土交通大

一次エネルギ

ー消費量およ

び屋内周囲空

間の年間熱負

荷を用いて評

価する方法を

いう。次項に

おいて同じ。）

による場合の

申請のとき

（省令第１条

第１項第１号

ただし書に規

定する国土交

通大臣がエネ

ルギー消費性

能を適切に評

価できる方法

と認める方法

によって非住

宅部分が備え

るべきエネル

ギー消費性能

を有すること

が確かめら

れ、かつ、省

令第10条第１

項第１号ただ

し書に規定す



72/111 

改正後 改正前 

臣がエネルギ

ー消費性能を

適切に評価で

きる方法と認

める方法によ

って非住宅部

分が建築物の

エネルギー消

費性能の向上

の一層の促進

のために誘導

すべきエネル

ギー消費性能

を有すること

が確かめられ

た場合を含

む。次項にお

いて同じ。）。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

227,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

る国土交通大

臣がエネルギ

ー消費性能を

適切に評価で

きる方法と認

める方法によ

って非住宅部

分が建築物の

エネルギー消

費性能の向上

の一層の促進

のために誘導

すべきエネル

ギー消費性能

を有すること

が確かめられ

た場合を含

む。次項にお

いて同じ。）。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

227,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が
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300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

284,400円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

367,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

523,700円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

284,400円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

367,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

523,700円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以
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上10,000平

方メートル

未満のもの

646,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

763,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

871,000円 

上10,000平

方メートル

未満のもの

646,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

763,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

871,000円 

60の５ 建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上に関する法律第36

条第１項の規定に基

づく建築物エネルギ

ー消費性能向上計画

の変更の認定の申請

に対する審査 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画変更

認定申請手数

料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額（共同住宅の

共用部分を除く場

合の手数料の額

は、当該申請に係

る床面積から当該

共用部分の床面積

を除いた床面積に

変更認定申

請のとき。

60の５ 建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上に関する法律第36

条第１項の規定に基

づく建築物エネルギ

ー消費性能向上計画

の変更の認定の申請

に対する審査 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画変更

認定申請手数

料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額（一の建築物

の申請の場合の手

数料の額は、住宅

部分の額（共同住

宅の共用部分を除

く場合の手数料の

額は、当該申請に

変更認定申

請のとき。
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より算出した額と

し、建築物のエネ

ルギー消費性能の

向上に関する法律

第36条第１項に規

定する認定建築主

が認定を受けた建

築物エネルギー消

費性能向上計画の

変更（建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律施行規則（平成

28年国土交通省令

第５号）第26条に

規定する建築物エ

ネルギー消費性能

向上計画の軽微な

変更を除く。）を

行う場合の手数料

の額は、変更のあ

る一の建築物の手

数料の額を合算し

た額（性能向上計

画認定を受けた計

画に、新たに他の

建築物を加える場

合の手数料の額

は、前項に掲げる

係る床面積から当

該共用部分の床面

積を除いた床面積

により算出した

額）および非住宅

部分の額を合算し

た額（住宅部分ま

たは非住宅部分が

存在しない場合

は、当該部分の額

は合算しない。）

とし、同一の建築

物において住戸ご

との申請と一の建

築物の申請を同時

にする場合の手数

料の額は、一の建

築物の申請の場合

により算出した額

とし、住宅部分お

よび非住宅部分を

有する建築物の非

住宅部分のみを申

請する場合の手数

料の額は、当該非

住宅部分の床面積

の合計を一の建築

物の申請の場合に

おける非住宅部分
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額と同額））とし、

認定申請に併せて

同法第36条第２項

において準用する

同法第35条第２項

の規定に基づく申

出があった場合に

おいては、一の建

築物について１の

項に掲げる額（認

定申請に係る計画

に特定構造計算基

準等適合審査をす

る部分が含まれる

場合においては特

定構造計算基準等

適合審査をする部

分ごとに１の２の

項に掲げる額の手

数料を加えた額、

建築基準法第87条

の４に規定する昇

降機に係る部分が

含まれる場合にお

いては当該昇降機

１基について２の

項または３の項に

掲げる額の手数料

を加えた額）に相

の床面積の合計と

みなして算出した

額とし、建築物の

エネルギー消費性

能の向上に関する

法律第36条第１項

に規定する認定建

築主が認定を受け

た建築物エネルギ

ー消費性能向上計

画の変更（建築物

のエネルギー消費

性能の向上に関す

る法律施行規則

（平成28年国土交

通省令第５号）第

26条に規定する建

築物エネルギー消

費性能向上計画の

軽微な変更を除

く。）を行う場合

の手数料の額は、

変更のある一の建

築物の手数料の額

を合算した額（性

能向上計画認定を

受けた計画に、新

たに他の建築物を

加える場合の手数
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当する額を加えた

額 

料の額は、前項に

掲げる額と同額））

とし、認定申請に

併せて同法第36条

第２項において準

用する同法第35条

第２項の規定に基

づく申出があった

場合においては、

一の建築物につい

て１の項に掲げる

額（認定申請に係

る計画に特定構造

計算基準等適合審

査をする部分が含

まれる場合におい

ては特定構造計算

基準等適合審査を

する部分ごとに１

の２の項に掲げる

額の手数料を加え

た額、建築基準法

第87条の４に規定

する昇降機に係る

部分が含まれる場

合においては当該

昇降機１基につい

て２の項または３

の項に掲げる額の
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(１) 認定申請に

併せて建築物の

エネルギー消費

性能の向上に関

する法律第36条

第２項において

準用する同法第

35条第１項各号

に掲げる基準に

適合しているこ

とを示す書類と

して区長が定め

るものが提出さ

れた場合 

ア 一戸建て住

宅のとき。 

3,700円 

手数料を加えた

額）に相当する額

を加えた額 

(１) 認定申請に

併せて建築物の

エネルギー消費

性能の向上に関

する法律第36条

第２項において

準用する同法第

35条第１項各号

に掲げる基準に

適合しているこ

とを示す書類と

して区長が定め

るものが提出さ

れた場合 

ア 一戸建て住

宅のとき。 

3,700円 

イ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち住戸

ごとの申請の

とき。 

(ア) 当該住

戸の床面積

の合計が

300平方メ
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イ 一戸建て住

ートル未満

のもの 

6,900円 

(イ) 当該住

戸の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

15,000円 

(ウ) 当該住

戸の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

32,000円 

(エ) 当該住

戸の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

57,000円

ウ 一戸建て住
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宅以外の建築

物のうち住宅

部分に係る申

請のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

6,900円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

15,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の住宅

部分に係る申

請のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

6,900円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

15,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの
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32,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

57,000円 

ウ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち非住

宅部分に係る

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

6,900円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

32,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

57,000円 

エ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の非住

宅部分に係る

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

6,900円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 
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11,800円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

19,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

56,400円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

90,000円 

(カ) 当該部

11,800円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

19,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

56,400円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

90,000円 

(カ) 当該部
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分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

113,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

141,000円 

(２) 第１号以外

の場合 

ア 一戸建て住

宅のとき。 

(ア) 誘導仕

様基準によ

るもの 

a 当該住宅

の床面積の

合計が200

平方メート

ル未満のも

の 14,000

円 

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

113,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

141,000円 

(２) 第１号以外

の場合 

ア 一戸建て住

宅のとき。 

(ア) 当該住

宅の床面積

の合計が

200平方メ

ートル未満

のもの 

24,200円 

(イ) 当該住

宅の床面積

の合計が
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b 当該住宅

の床面積の

合計が200

平方メート

ル以上のも

の 15,000

円 

(イ) 誘導

仕様基準以

外によるも

の

a 当該住宅

の床面積の

合計が200

平方メート

ル未満のも

の 24,200

円 

b 当該住宅

の床面積の

合計が200

平方メート

ル以上のも

の 27,000

円

イ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち住宅

部分に係る申

200平方メ

ートル以上

のもの 

27,000円 

イ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち住戸

ごとの申請の
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請のとき。

(ア) 誘導仕

様基準によ

るもの 

a 当該部分

の床面積

（共同住宅

の申請を行

うときは、

当該申請に

係る床面積

から共用部

分の床面積

を除いた床

面積をい

う。以下

（ア）にお

いて同じ。）

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

26,000円 

b 当該部分

の床面積の

合計が300

平方メート

ル以上

2,000平方

とき。 

(ア) 当該住

戸の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

48,500円 

(イ) 当該住

戸の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

81,000円 

(ウ) 当該住

戸の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

138,000円 

(エ) 当該住

戸の床面積

の合計が
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メートル未

満のもの 

46,000円 

c 当該部分

の床面積の

合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

83,000円 

d 当該部分

の床面積の

合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

125,000円 

(イ) 誘導仕

様基準以外

によるもの

a 当該部分

の床面積の

合計が300

平方メート

ル未満のも

の 48,500

円 

5,000平方

メートル以

上のもの 

197,000円 
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b 当該部分

の床面積の

合計が300

平方メート

ル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

81,000円 

c 当該部分

の床面積の

合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

138,000円 

d 当該部分

の床面積の

合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

197,000円

ウ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の住宅
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部分に係る申

請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

48,500円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

81,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

138,000円 

(エ) 当該部

分の床面積
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ウ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち非住

宅部分に係る

モデル建物法

による場合の

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

61,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

77,600円 

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

197,000円 

エ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の非住

宅部分に係る

モデル建物法

による場合の

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

61,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

77,600円 
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(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

102,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

165,100円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

216,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

102,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

165,100円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

216,000円 

(カ) 当該部

分の床面積
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改正後 改正前 

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

260,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

305,000円 

エ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち非住

宅部分に係る

標準入力法等

による場合の

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

159,100円 

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

260,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

305,000円 

オ 一戸建て住

宅以外の建築

物のうち一の

建築物の非住

宅部分に係る

標準入力法等

による場合の

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

159,100円 
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改正後 改正前 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

199,200円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

257,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

366,700円 

(オ) 当該部

分の床面積

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

199,200円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

257,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

366,700円 

(オ) 当該部

分の床面積
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改正後 改正前 

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

453,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

535,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

610,000円 

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

453,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

535,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

610,000円 

60の６ 建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上に関する法律第41

条第１項の規定に基

づく建築物エネルギ

ー消費性能基準に適

建築物エネル

ギー消費性能

基準に適合し

ている旨の認

定申請手数料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額（共同住宅の

共用部分を除く場

合の手数料の額

は、当該申請に係

認定申請の

とき。 

60の６ 建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上に関する法律第41

条第１項の規定に基

づく建築物エネルギ

ー消費性能基準に適

建築物エネル

ギー消費性能

基準に適合し

ている旨の認

定申請手数料 

次に掲げる区分に

応じて、次に掲げ

る額（住宅部分の

額（共同住宅の共

用部分を除く場合

の手数料の額は、

認定申請の

とき。 
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改正後 改正前 

合している旨の認定

の申請に対する審査

る床面積から当該

共用部分の床面積

を除いた床面積に

より算出した額）

(１) 認定申請に

併せて建築物の

エネルギー消費

性能の向上に関

する法律第２条

第１項第３号の

建築物エネルギ

ー消費性能基準

に適合している

ことを示す書類

として区長が定

めるものが提出

された場合 

ア 一戸建て住

宅のとき。 

5,100円 

イ 一戸建て住

合している旨の認定

の申請に対する審査

当該申請に係る床

面積から当該共用

部分の床面積を除

いた床面積により

算出した額）およ

び非住宅部分の額

を合算した額（住

宅部分または非住

宅部分が存在しな

い場合は、当該部

分の額は合算しな

い。）） 

(１) 認定申請に

併せて建築物の

エネルギー消費

性能の向上に関

する法律第２条

第１項第３号の

建築物エネルギ

ー消費性能基準

に適合している

ことを示す書類

として区長が定

めるものが提出

された場合 

ア 一戸建て住

宅のとき。 

5,100円 

イ 一戸建て住
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改正後 改正前 

宅以外の建築

物の住宅部分

のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

9,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

21,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

46,000円 

(エ) 当該部

宅以外の建築

物の住宅部分

のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

9,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

21,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

46,000円 

(エ) 当該部
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改正後 改正前 

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

81,000円 

ウ 一戸建て住

宅以外の建築

物の非住宅部

分のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

9,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

16,700円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

81,000円 

ウ 一戸建て住

宅以外の建築

物の非住宅部

分のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

9,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

16,700円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が
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改正後 改正前 

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

27,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

80,400円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

128,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

27,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

80,400円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

128,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以
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改正後 改正前 

上25,000平

方メートル

未満のもの

161,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

201,000円 

(２) 第１号以外

の場合 

ア 一戸建て住

宅のうち性能

基準（省令第

１条第１項第

２号イ(１)お

よび同号ロ

（１）に定め

る基準をい

う。）による

場合による場

合の申請のと

き。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

200平方メ

上25,000平

方メートル

未満のもの

161,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

201,000円 

(２) 第１号以外

の場合 

ア 一戸建て住

宅のうち性能

基準（省令第

１条第１項第

２号イ(１)

（ｉ）および

同号ロ(１)に

定める基準を

いう。）によ

る場合の申請

のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

200平方メ
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改正後 改正前 

ートル未満

のもの 

34,400円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

200平方メ

ートル以上

のもの 

38,400円 

イ 一戸建て住

宅のうちモデ

ル住宅法（省

令第１条第１

項第２号イ

（２）および

同号ロ（２）

に定める基準

をいう。）に

よる場合の申

請のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

200平方メ

ートル未満

のもの 

17,700円 

(イ) 当該部

ートル未満

のもの 

34,400円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

200平方メ

ートル以上

のもの 

38,400円 

イ 一戸建て住

宅のうちモデ

ル住宅法（省

令第１条第１

項第２号イ

(２)（ｉ）お

よび同号ロ

(２)に定める

基準をいう。）

による場合の

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

200平方メ

ートル未満

のもの 

17,700円 

(イ) 当該部
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改正後 改正前 

分の床面積

の合計が

200平方メ

ートル以上

のもの 

19,100円 

ウ 一戸建て住

宅のうち仕様

基準（省令第

１条第１項第

２号イ(３)お

よび同号ロ

(３)に定める

基準をいう。

以下この項に

おいて同じ。）

または誘導仕

様基準による

場合の申請の

とき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

200平方メ

ートル未満

のもの 

17,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

分の床面積

の合計が

200平方メ

ートル以上

のもの 

19,100円 

ウ 一戸建て住

宅のうち仕様

基準（省令第

１条第１項第

２号イ(３)お

よび同号ロ

(３)に定める

基準をいう。

以下この項に

おいて同じ。）

による場合の

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

200平方メ

ートル未満

のもの 

17,700円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

200平方メ
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改正後 改正前 

の合計が

200平方メ

ートル以上

のもの 

19,100円 

エ 一戸建て住

宅以外の建築

物の住宅部分

であって性能

基準（省令第

１条第１項第

２号イ（１）

および同号ロ

（１）または

同項第３号に

定める基準を

いう。）によ

る場合の申請

のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

69,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

ートル以上

のもの 

19,100円 

エ 一戸建て住

宅以外の建築

物の住宅部分

であって性能

基準（省令第

１条第１項第

２号イ(１)

（ｉ）もしく

は（ｉｉ）お

よび同号ロ

(１)または同

項第３号に定

める基準をい

う。）による

場合の申請の

とき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

69,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が
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改正後 改正前 

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

116,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

196,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

281,000円 

オ 一戸建て住

宅以外の建築

物の住宅部分

であってフロ

ア入力法（省

令第１条第１

項第２号イ

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

116,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

196,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

281,000円 

オ 一戸建て住

宅以外の建築

物の住宅部分

であってフロ

ア入力法（省

令第１条第１

項第２号イ
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改正後 改正前 

（２）および

同号ロ（２）

に定める基準

をいう。）に

よる場合の申

請のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

33,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

58,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

(２)（ｉｉ）

および同号ロ

(２)に定める

基準をいう。）

による場合の

申請のとき。

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

33,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

58,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル



104/111 

改正後 改正前 

未満のもの

104,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

157,000円 

カ 一戸建て住

宅以外の建築

物の住宅部分

であって仕様

基準または誘

導仕様基準に

よる場合の申

請のとき。 

(ア) 当該部

未満のもの

104,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

157,000円 

カ 一戸建て住

宅以外の建築

物の住宅部分

であって仕様

基準による場

合の申請のと

き。この場合

において、共

同住宅の申請

を行うとき

は、当該申請

に係る床面積

から共用部分

の床面積を除

いた床面積に

より手数料の

額を算出す

る。 

(ア) 当該部

分の床面積
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改正後 改正前 

分の床面積

（共同住宅

の申請を行

うときは、

当該申請に

係る床面積

から共用部

分の床面積

を除いた床

面積をい

う。（イ）

から（エ）

までにおい

て同じ。）

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

33,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

58,000円 

(ウ) 当該部

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

33,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

2,000平方

メートル未

満のもの 

58,000円 

(ウ) 当該部

分の床面積
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改正後 改正前 

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

104,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

157,000円 

キ 一戸建て住

宅以外の建築

物の非住宅部

分であってモ

デル建物法に

よる場合の申

請のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

87,100円 

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

104,000円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上のもの 

157,000円 

キ 一戸建て住

宅以外の建築

物の非住宅部

分であってモ

デル建物法に

よる場合の申

請のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

87,100円 

(イ) 当該部
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改正後 改正前 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

110,700円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

145,700円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

235,700円 

(オ) 当該部

分の床面積

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

110,700円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

145,700円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

235,700円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が
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改正後 改正前 

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

309,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

371,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

435,000円 

ク 一戸建て住

宅以外の建築

物の非住宅部

分であって標

準入力法等に

よる場合の申

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

309,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

371,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 

435,000円 

ク 一戸建て住

宅以外の建築

物の非住宅部

分であって標

準入力法等に

よる場合の申

請のとき。 
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改正後 改正前 

請のとき。 

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

227,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

284,400円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

367,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

(ア) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル未満

のもの 

227,100円 

(イ) 当該部

分の床面積

の合計が

300平方メ

ートル以上

1,000平方

メートル未

満のもの 

284,400円 

(ウ) 当該部

分の床面積

の合計が

1,000平方

メートル以

上2,000平

方メートル

未満のもの

367,100円 

(エ) 当該部

分の床面積

の合計が

2,000平方
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改正後 改正前 

2,000平方

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

523,700円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

646,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

763,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

メートル以

上5,000平

方メートル

未満のもの

523,700円 

(オ) 当該部

分の床面積

の合計が

5,000平方

メートル以

上10,000平

方メートル

未満のもの

646,000円 

(カ) 当該部

分の床面積

の合計が

10,000平方

メートル以

上25,000平

方メートル

未満のもの

763,000円 

(キ) 当該部

分の床面積

の合計が

25,000平方

メートル以

上のもの 
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改正後 改正前 

上のもの 

871,000円 

871,000円 

付 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。


